
避難勧告等に関するガイドライン（平成29年1月改定）

これまでの主な改定経緯

主な変更点

平成17年 3月 平成16年の一連の災害で、多数の要配慮者が亡くなったこと、避難勧告等の発令躊躇等を踏まえ、ガイドラインの策定

 避難勧告等の発令基準、避難すべき区域の設定の考え方
 一般の居住者の避難準備と要配慮者の避難開始という２種類の意味をもつ「避難準備情報」を規定 等

平成26年 4月 東日本大震災や平成21年の兵庫県佐用町における避難途中での被災の教訓等を踏まえ、ガイドラインの全面改定

 家屋内に留まって安全を確保すること（屋内安全確保）も「避難行動」の一つとして明示
 避難勧告等は、空振りをおそれず、早めに出すことを強調
 市町村の防災体制の段階移行に関して基本的な考え方を明示
 避難勧告等の判断基準を具体的かつわかりやすい指標で明示
 避難勧告等の発令基準の設定等について、助言を求める相手の明確化 等

平成27年 8月 平成25年の伊豆大島、平成26年の広島市の大規模な土砂災害等における避難勧告等の発令躊躇等を踏まえ、ガイドライン
の一部改定

 避難準備情報の活用（避難準備情報の段階から自発的に避難を開始することを推奨）
 災害が切迫した状況では、 緊急的な待避場所への避難、屋内での安全確保措置も避難行動として周知
 居住者への情報伝達では、PUSH型とPULL型の双方を組み合わせて多様化・多重化 等

避難情報の名称

要配慮者の避難の実効性を高める方法

躊躇なく避難勧告等を発令するための市町村の体制構築

 市町村の避難勧告等の判断・伝達だけでなく、受け取る側も含めた総合的な取組みとしたため、ガイドラインの名称を「避難勧告等に関す
るガイドライン」に変更

 洪水等に対する避難勧告等の発令基準に関し、様々な判断要素について解説し、地域の実情に応じた基準が作成できるように改善
 災害時にとるべき避難行動等を簡潔にまとめたパンフレット（雛形）の添付

 避難勧告等の具体的な発令基準策定に係る市町村支援、市町村長へのホットライン、居住者等への伝達方法、避難先等に関する参考
事例の紹介

 災害時の応急対応に万全を期すため、災害時において優先させる業務を絞り込み、その業務の優先順位を明確にしておくこと
 全庁をあげて災害時の業務を役割分担する体制や、発令に直結する情報を首長が確実に把握できるような体制を構築すること

 いざという時に、河川管理者や気象台の職員、その経験者、防災知識が豊富な専門家等の知見を活用できるような防災体制を
平時から構築しておくこと

 予期せぬトラブル等があることも想定し、いざという時の伝達手段の充実を図ること
 上記について、実践や訓練を通じて改善を重ねていくこと

 要配慮者利用施設は、その設置目的を踏まえた施設毎の規定（介護保険法等）や、災害に対応するための災害毎の規定（水防
法等）により、災害計画を作成することとなっている。施設毎の規定については、災害計画は自然災害からの避難も対象となって
いることを認識し、必ずそれを盛り込んだ計画とすること

 要配慮者利用施設へ情報が確実に伝達されるように、福祉担当部局等と連携を図って、情報伝達体制を定めておくこと
 災害計画の実効性の確保や、避難訓練の確実な実施を徹底するとともに、それらの具体的な内容を定期的に確認すること

 避難勧告等を発令する際には、その対象者を明確にするとともに、対象者ごとにとるべき避難行動がわかるように伝達すること
 平時から居住者等に対してその土地の災害リスク情報や、災害時にとるべき避難行動について周知すること
 近年の被災実績に捉われず、これまでにない災害リスクにも対応できるような情報提供を行うこと
 地域での声かけ、川の映像情報等、居住者等の避難を促すための情報提供をすること

避難勧告等を受け取る立場にたった情報提供の在り方

主に以下の点について、内容の充実

ガイドラインの名称及び避難勧告等の発令基準の改善、簡易パンフレットの添付及び参考事例の紹介

 平成28年台風第10号による水害では、岩手県岩泉町の高齢者施設において避難準備情報の意味するところが伝わっておらず、適切
な避難行動がとられなかった。

 これを踏まえ、高齢者等が避難を開始する段階であることを明確にするなどの理由から、避難情報の名称を下記のとおり変更した。
（変更前） （変更後）
「避難準備情報」 → 「避難準備・高齢者等避難開始」
「避難勧告」 → 「避難勧告」
「避難指示」 → 「避難指示（緊急）」

平成28年 3月 中央防災会議 「水害時の避難・応急対策検討WG」 報告 （Ｈ２７関東・東北豪雨）
平成28年12月 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラインに関する検討会」 報告

平成29年1月 今回の改定


